
６第９号陳情  日本の食料自給率向上を願う市民の声を宣言に集約するとともに東大和

市の農業振興を応援する目的で「食料自給率向上都市宣言」を行うこと

を求める陳情 

 

 受 理 年 月 日  令和６年１１月２２日 

 

 陳 情 者  東大和市湖畔３－９１６－１ 

          安部 雅祥 

          東大和市蔵敷３－６９１－２ 芝中住宅ロ２－５０１ 

          鳥谷 靖 

          東大和市中央２－１１２８－２４ 

          脇田 正子 

 

 付託する委員会  建設環境委員会 

 

 陳情趣旨 

   政府が国民の食料の安全保障に真剣に取り組み、先進国最低の日本の食料自給率３

８％の向上を促す目的で、市民の健康づくりに貢献する農業振興計画（以下、「計画」

という。）を策定している東大和市からも「食料自給率向上宣言の都市」の声を上げて

ください。 

 

 陳情理由 

   １ 政府は、２０２５年３月に「食料・農業・農村基本計画」を策定します。食料

自給率の数値目標を掲げることを関係団体は強く要望しています。 

   ２ 日本の食料自給率は先進国最低の３８％まで低下し、肥料・飼料・種子などの

大半も海外依存であることを考慮すると実質１０％以下だという指摘もあります。 

   ３ スーパーの棚から米が消える事態により食料危機が現実のものとなる中、総選

挙では多数の政党が食料自給率５０％を目標に掲げました。 

   ４ 学校給食の無償化を求める動きが全国で広がる中、食料自給率向上に寄与する

学校給食への東大和産農産物の利用促進が「計画」で強調されています。 

   ５ 東大和市民は「計画」によると、市内の農業や農地の役割について、「新鮮な生

鮮品の救急の場（６２．９％）」「自然や生態系保全の場（２７．２％）」「子供の

環境教育や農業体験の場（２５．２％）」と評価しています。食料自給率向上につ

ながる市民の声です。 


